
 

 

気候変動に対する行動の呼び掛け 

― 会計専門家団体の最高責任者から会計専門家の皆様への声明文 ― 

 

 

はじめに 

我々は下記の会計専門家団体の最高責任者であり、「アカウンティング・フォア・サステ

ナビリティ・プロジェクト（A4S）」の会計士団体ネットワークのメンバーでもあります。

ここに、179 の加盟国の 250 万人を超える会計士及び学生を代表して、会計専門家の皆様に

呼び掛けます。「自身の関係する組織が必要なスピードと規模をもって気候変動に対応する

ことをサポートするため、今、行動しましょう」と。 

 

気候変動の影響は既に世界中で表れており、こうした負の影響を軽減するには、直ちに行

動を起こす必要があります。気候変動によって、生産活動、金融の安定性、生活、雇用とい

った経済面のみならず、広く社会的一体性や政治的安定といった面にも悪影響が及ぶ可能性

があります。気候変動の緩和策と適応策は、マクロ及びミクロの経済政策、並びに関連する

市場メカニズム（会計実務はここに含まれる。）に大きく左右されると、私たちは認識して

います。 

 

会計専門家の役割 

企業レベル、産業部門レベル、そして経済全般のレベルにおいて気候変動の緩和策と適応

策を実現する上で、会計専門家は大きな役割を果たすことができます。課題が多岐にわたる

ため、他の専門家やステークホルダーとも協力して解決を目指します。 

 

私たち会計専門家には積極的な貢献が可能であり、公共の利益のために行動する責任があ

ります。そうした責任の一つとして、組織の気候変動対応を支援していくことを含むべきと

の見解が強まっています。 

 
私たちは日頃、自身のスキルや専門性を生かして、意味のある変化をもたらすべく活動し

ていますが、気候変動がもたらす未知の課題についても同様に取り組む必要があります。金

融・財務面への影響を伴う重大なリスクを明らかにし、意思決定に必要な情報を提供する―

それが会計専門家の担う領域です。これには、関連する財務・戦略分析、情報開示、シナリ

オ分析、組織の確実な価値創出・維持に向けたサポートが含まれます。このように私たちは、

持続可能な行動を促す上で影響力を発揮することができます。様々な組織との協働を通じて、

環境・社会・経済の持続可能性を後押しすることができるのです。 

 
情報開示が進めば、十分な情報に基づく意思決定が促されるとともに、効率的な資本配分

を進め、温室効果ガス排出ネット・ゼロ経済へのスムーズかつ公正な移行を支援する方向に

市場の力が働きます。私たち会計専門家は、気候関連のリスクと機会を巡る透明性の確保や

適切な開示という点で重要な役割を担っており、それが金融の安定性維持にもつながります。 

 

 

 

 



優れた政策と規制の支持 

いかなる地域においても、規制の枠組みは、必要な移行を可能にする安定性と確かな将来

への見通しを提供するものでなければなりません。企業によるテクノロジーとイノベーショ

ンへの投資を促進・実現するには、脱炭素化に向けた戦略、予算、目標を定め、効果的な計

画立案を進める必要があります。また、民間部門全体の行動意欲を高めるには、確かな政策

の見通しが不可欠です。  

 

ネット・ゼロ排出への移行も、気候変動への適応策も、公共政策の他の分野、とりわけ経

済成長を目的とした分野と明確にリンクしています。我々、会計専門家団体は、ネット・ゼ

ロ排出及び気候変動への適応目標と整合性のある政策が立案されるよう、より統合的な政策

の策定アプローチを支持し、これを後押ししていきます。 

 

重要な役割を担う会計士は、以下の領域で貢献することが期待されます。 

 組織、資本市場、政府による気候変動緩和・適応計画の立案・実行に際し、的確な助言

とサービスを提供する。 

 

 国際統合報告評議会（IIRC）や気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）など、既

存及び策定中の報告の枠組みを利用し、実践する。 

 

 自身が関係する組織が、戦略、財務、運営、コミュニケーションに気候変動リスクを盛

り込むための活動に、貢献する。 

 

 強靭かつ透明性のある会計システムに基づいて、予算と資源を配分し、測定・開示を通

じた質の高いタイムリーな情報や知見を提供することで、自身が関係する組織の持続可

能な意思決定を支援する。 

 

会計専門家団体の最高責任者として、私たちは以下のことに貢献します。 

 スキルを生かした課題解決を行う上で必要な研修、支援、インフラをメンバーに提供す

る。 

 

 市場ベースの政策イニシアチブやインセンティブ、十分な検討を経た一貫性ある規制、

より有用な情報開示を支援する。 

 

 的確な助言を提供することで、政府によるネット・ゼロ・カーボン経済への公正な移行

に必要な政策及び規制基盤の整備を支援する。 

 

会計士は、経済の全ての部門に影響力のあるメンバーとして独自の位置に立っています。

すなわち、全員が力を合わせることで、有意義かつポジティブな変化をもたらす一助となり

得るのです。 

 

 

会計専門家は、気候変動への対応において重要な役割を担っています。メンバーの

皆様には、そうした役割を発揮されるよう、お願いいたします。 

 

  



本声明文に署名する会計専門家団体は以下のとおりです。 

 
 

 Helen Brand OBE, Chief Executive, Association of Chartered Certified Accountants 

(ACCA) 

 

 J Bruce Cartwright, Chief Executive, Institute of Chartered Accountants of Scotland 

(ICAS) 

 

 Barry Dempsey, Chief Executive, Chartered Accountants Ireland (CAI) 

 

 Rick Ellis, CEO, Chartered Accountants Australia and New Zealand (CAANZ) 

 

 Mark Farrar, CEO, Association of Accounting Technicians (AAT) 

 

 Andrew Hunter, CEO, CPA Australia 

 

 Michael Izza, Chief Executive, Institute of Chartered Accountants in England and 

Wales (ICAEW) 

 

 Christine Lundberg Larsen, CEO, Regnskap Norge/Accounting Norway 

 

 Francesca Maione, CEO, Consiglio Nazionale dei Dottori commercialistie degli 

Esperti Contabili (CNDCEC) 

 

 Barry Melancon, CEO, Association of International Certified Professional 

Accountants (the unified voice of AICPA and CIMA) 

 

 Klaus-Peter Naumann, CEO, Institut der Wirtschaftsprüfer in Deutschland e.V. 

(IDW) 

 

 Masahiko Tezuka, Chairman and President, The Japanese Institute of Certified 

Public Accountants (JICPA) 

 

 Joy Thomas, CEO, CPA Canada 

 
 
 

Supported by 

 Kevin Dancey, CEO, International Federation of Accountants (IFAC) 

 


